
令和 4 年 3 月

令和 4 年度 令和 13

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

計 画 給 水 人 口 31,500

現 在 給 水 人 口 30,149
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

全部適用

㎥／日

令 和 3 年 2 月 1 日

90.4

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 17,241

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

海田町水道事業

海田町水道事業

計 画 期 間 ：

4

～

管 路 延 長

5.5

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 ２ ５ 年 ９ 月 １ 日

水 源

別添１－1

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
(消費税のみの改定は含まない)

海田町水道事業経営戦略

事業の現況

基本料金（メーター使用料含む）と従量料金の2部料金制。用途別料金制（一般・業務・プール・公衆浴場・臨時用）。令和3年度分か
らの料金改定により、公平な従量料金制へ近づけるよう、使用量別・用途別の逓増度を軽減。

施 設 利 用 率 51.6

施 設 数

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 

1 ～ 8 ㎥

9 ～ 10 ㎥

11 ～ 15 ㎥

16 ～ 20 ㎥

21 ～ 30 ㎥

31 ～ 40 ㎥

40 ～ 100 ㎥

100 ㎥ ～

1 ～ 8 ㎥

9 ～ 10 ㎥

11 ～ 20 ㎥

21 ～ 30 ㎥

31 ～ 40 ㎥

40 ～ 100 ㎥

100 ㎥ ～

臨時用 345円/m3

〈料 金 表〉

プール用・公衆浴場用の基本料金は業務用の、臨時用は用途によって一般用又は業務用の基本料金とする。

208円/m3

239円/m3

プール用 138円/m3

公衆浴場用 81円/m3

197円/m3

業
務
用

基本料金 823円 907円 948円 1,284円 2,321円 3,229円 4,408円

従
量
料
金

11円/m3

125円/m3

135円/m3

167円/m3

177円/m3

114円/m3

135円/m3

146円/m3

167円/m3

177円/m3

50mm 75mm 100mm

一
般
用

基本料金 678円 762円 803円 1,139円 2,176円

40mm

3,084円 4,263円

従
量
料
金

11円/m3

105円/m3

メーター口径 13mm 20mm 25mm
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④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞
～30歳 31～40歳 41～50歳 51～60歳 61歳～ 合計

技術系職員 人 1人 1人 人 2人 4人

事務職員 1人 2人 1人 人 人 4人

合計 1人 3人 2人 0人 2人 8人

（公共下水道事業特別会計所属職員除く）

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

令和3年度現在、上下水道課として水道事業及び公共下水道事業を所管している。
職員数は、正規職員として上下水道課長1名、建設部付課長1名、技術職員3名、一般事務職員6名、会計年度任用職員として技術職員2名、一般事務職員2名の合計
15名となる。
内、水道事業会計所属職員は、正規職員として技術職員2名、一般事務職員3名、会計年度任用職員として技術職員2名、一般事務職員1名の合計8名となる。
職員が水道事業又は公共下水道事業の所属に関わらず、両事業を兼務し、相互補完出来る執行体制としている。
また、別途　浄水場運転管理業務として、12名の会計年度任用職員が交代制で勤務している。

これまでの主な経営健全化の取組

浄水場管理職員を正規職員から非正規職員へ転換し、平成26年からは事務の効率化、情報の共有化を図り、水道課・下水道課を上下水道課として統合し、課内職員
数を削減。これらの取組みにより人件費を大幅に抑制した。
また、浄水場改修工事の開始に伴う投資額及び受水費や減価償却費等の費用増加、今後見込まれる有収水量の減少に対応するため、令和3年度分からの料金改定を
実施。改定率を15％とし、今後5年毎の見直しにより段階的な改定を計画している。

給水人口の予測

別紙のとおり。

第5次海田町総合基本計画において、出産・子育てに関する住民の希望が叶う環境を維持・強化するとともに、通勤・通学者等の関係人口の増加を図ること等により、今
後10年間にわたる人口の増加の実現及び人口の減少局面に入ってからも、緩やかな減少幅になることが見込まれる。
当該計画の推計基準に基づく給水人口予測についても、当面は同様の推移をたどるものと考え、令和12年度をピークに緩やかな減少傾向に転じることが見込まれる。

建
設
部 

建
設
課 

上
下
水
道
課 

都
市
整
備
課 

（水
道
事
業
） 

（水
道
事
業
参
事
） 

（公
共
下
水
道
事
業
） 
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（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

町の有収水量について、用途別の内訳では一般用が8割近くを占めており、業務用やその他の用途が2割程度となる。このため、今後の給水人口推計や節水意識及び
節水型機器の普及が水需要にも大きく影響することが見込まれる。
給水人口推計については、前項のとおり令和12年度までは緩やかな増加傾向にあることが見込まれている。しかし、それに伴う新築住戸の増加は、節水型機器の普及
にも影響し、これにより給水人口ひとりあたりの有収水量は減少傾向をたどることが見込まれる。
この結果、有収水量の全体予測としては、人口推計よりも早く、令和7年度をピークに減少傾向へ転じることが見込まれる。

水需要の予測

海田町水道ビジョンに標榜する「安全で強靭な海田町の水道を未来へつなぐ」ことを基本理念とし、事業の持続のため、以下の3点を重点的に努めていく。
⑴水道施設の健全性確保と効率的な運用及び再構築
⑵適正な水道料金体系に基づく必要な収入の確保
⑶業務の効率化と持続可能な組織の確立

料金収入の見通し

令和3年度分からの料金改定や緩やかな給水人口の増加傾向による増額要素と、節水意識の高まりや新築住戸の増加に伴う節水型機器の普及による減額要素を踏ま
え、用途別に、1日ひとり（1件）あたりの平均使用水量について予測し、年間の給水収益を積算。
1日ひとりあたりの平均使用水量は、今後減少傾向に転じ、給水人口が緩やかな増加傾向であっても給水収益は今後減少していく見通し。
一方、改修工事等の更新に伴う建設改良事業の拡大により、今後の事業費用が増加し、現状では令和7年度からの事業収支は赤字に転じる見通し。
この赤字化への見通しを解消するため、当初料金改定案に沿い、5年毎の収支見直しと15％の改定実施を想定し、令和7年度及び令和12年度時において収益の増加
を図る。
なお、料金改定については、当初案では令和2年度分からの料金としていたが、昨今の新型コロナウィルス感染症の発生による影響を鑑み、改定時期を先送りし、令和3
年度分からの料金として実施した。

水道事業に関する技術継承の問題や職員の全体数も減少傾向にあるなかで、公営企業職員の育成等を踏まえ、今後も海田町水道ビジョンに定める定員の確保に努め
ていく。
また、現在シルバー人材センターへ業務委託している量水器の検針業務や、浄水場運転管理業務に従事する会計年度任用職員の平均年齢が70歳に達していることな
ど、今後の長期安定的な執行体制の確保が懸念されるため、外部委託を行い、少数人員での執行可能な体制への移行が必要となる。

組織の見通し

（年
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

・委託料：浄水場管理や検針業務等、今後外部委託業務への切り替えを余儀なくされる費用については、固定経費として、それぞれ切替時期以降に計上している。
・修繕費：現在までの効率的な管路更新によって、今後極端な修繕費の増額は見込まれないものとし、計画策定時から物価上昇見込を考慮し費用計上している。
・動力費：実績値から動力費の単価を割り戻し、各年度の配水量見込及び物価上昇見込を考慮し費用計上している。
・職員給与費：正規職員数の確保を前提に据え置き。令和7年度より浄水場運転管理業務委託の開始を計画し、同年度より同業務に係る人件費を削減する計画として
いる。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

海田町水道ビジョンで策定した施設更新計画のとおり、当面は現有施設の改修を行い、将来の更新に合わせて検討する。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

〃

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

そ の 他 の 取 組 無し

海田町水道ビジョンに掲げる取組みを着実に実施することで、持続可能な経営基盤を確立できると考えており、広島県水道企業団
への参加は見送り、広域化における統合以外の連携を選択し、広島県水道企業団や他の事業体との効果的な事業連携に取り組
んでいく。

①　収支計画のうち投資についての説明

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

検針業務や浄水場運転管理業務等に係る一括業務委託や他市町との共同発注による費用軽減を検討する。

耐震診断等に基づく具体的な施設の老朽化や設備の維持補修実績等をもとに更新計画を策定し、更新費用の平準化を図り、施設
の計画的な更新を実施していく。

目 標
老朽化対策として、主に2か所の浄水場及び1か所のポンプ所の基幹施設の改修工事について、計画期間において取り組む。また、
基幹管路更新基本計画を策定し、計画的かつ効率的、効果的な管路更新に取り組んでいく。

目 標
基幹施設、基幹管路の効率的、効果的な設備更新とそれに伴う費用の増加、人口減少による料金収入の減少が見込まれるなかで、
適正な水道料金体系に基づく必要な収入確保のため、計画的に料金改定を実施していく。
また、急激な料金改定による住民負担の軽減を図り、段階的な料金改定を実施していく。

②　収支計画のうち財源についての説明

⑴国信浄水場改修事業：電気設備や機械設備の老朽化に伴い、電気・機械設備の更新による改修工事を令和2年度から令和5年度にかけて実施する。
⑵蟹原浄水場改修事業：管理棟及びろ過施設の耐震補強に加え、洪水ハザードマップに基づき最大約3.3ｍの浸水が予測されることから、浸水対策を踏まえた更新設
計を令和3年度から令和4年度で策定。また、費用の平準化を図るため、国信浄水場改修工事完了後、計画的に改修工事を実施する。
⑶砂走ポンプ所改修事業：安全性を高め、安定した給水を持続していくため、クリプトスポリジウム予防対策を考慮した改修設計を令和4年度に策定し、計画的に改修工
事を実施する。
⑷管路更新事業：町内の基幹管路全長5kmのうち3km分について、令和4年度に更新基本計画を策定し、今後10年期間内において耐震管への着実な布設替えを計画
的に実施する。また、法定耐用年数の経過が長い老朽管から順次布設替えを実施し、災害による被害を未然に防止する。

・水道料金：令和3年度分からの料金より料金改定を実施。以降5年毎に水需要推計と収支バランスを考慮し、15％の改定を段階的に実施していく。
・企業債：最低現金保有残高は事業収益の5割以上を下限に、最高企業債残高を事業収益の3倍以下を上限とし、令和5年度までの各年度の起債額を設定。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

5年毎に料金改定の検討に合わせて見直しを行うとともに、持続可能な経営基盤確立の実現に向けた状況把握のため、
毎年度、収支見通しと実際の給水人口や有収水量の推移の検証、現金保有残高や企業債残高の推移について上限を
確認し、必要に応じて更新を図る。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

最低現金保有残高を事業収益の5割以上、最高企業債残高を事業収益の3倍以下とし、各年の建設改良費に応じて設定する。

・児童手当に係る経費
・消火栓設置に係る工事負担金
・福祉減免負担金

住民負担を考慮した段階的な料金改定を実施。
長期的な更新需要と人口減少がすすむ社会環境における適正な料金の確保。

無し

そ の 他 の 取 組 無し

企 業 債

繰 入 金

5



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和２年度 令和３年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 379,167 432,808 447,236 445,965 444,214 482,424 481,378 481,291 478,681 479,011 544,868 544,312
(1) 354,472 404,842 413,516 416,126 414,375 452,585 451,539 451,452 448,842 449,172 515,029 514,473
(2) (B)
(3) 24,695 27,966 33,720 29,839 29,839 29,839 29,839 29,839 29,839 29,839 29,839 29,839

２． 26,085 24,818 24,857 19,606 19,570 19,544 19,525 19,421 19,290 19,167 19,021 18,880
(1) 480 855 480

480 855 480

(2) 9,952 9,862 9,775 9,024 8,988 8,962 8,943 8,839 8,708 8,585 8,439 8,298
(3) 15,653 14,101 14,602 10,582 10,582 10,582 10,582 10,582 10,582 10,582 10,582 10,582

(C) 405,252 457,626 472,093 465,571 463,784 501,968 500,903 500,712 497,971 498,178 563,889 563,192
１． 327,949 414,578 425,902 480,603 414,348 437,521 434,067 433,863 431,651 438,589 439,544 442,358
(1) 68,765 70,573 75,071 76,971 77,736 54,826 55,371 55,928 56,486 57,050 57,620 58,196

19,089 16,822 18,303 25,165 25,416 25,671 25,928 26,187 26,449 26,713 26,980 27,249

49,676 53,751 56,768 51,806 52,320 29,155 29,443 29,741 30,037 30,337 30,640 30,947
(2) 140,780 220,842 203,131 258,368 183,271 237,560 238,500 239,757 240,482 241,700 242,656 243,917

30,292 30,476 35,531 35,609 35,927 36,170 36,375 36,660 36,739 37,061 37,247 37,504
23,635 27,005 37,792 30,717 30,962 31,211 31,460 31,711 31,964 32,222 32,479 32,738

42 636 150 151 153 154 155 156 158 159 160
86,853 163,319 129,172 191,892 116,231 170,026 170,511 171,231 171,623 172,259 172,771 173,515

(3) 118,404 123,163 147,700 145,264 153,341 145,135 140,196 138,178 134,684 139,839 139,268 140,244
２． 11,912 10,911 12,029 19,601 20,842 21,324 21,878 22,011 21,911 21,558 21,415 21,261
(1) 11,849 10,676 11,484 18,896 20,137 20,619 21,173 21,306 21,206 20,853 20,710 20,556
(2) 63 235 545 705 705 705 705 705 705 705 705 705

(D) 339,861 425,489 437,931 500,204 435,190 458,846 455,945 455,874 453,562 460,147 460,959 463,619
(E) 65,391 32,137 34,162 △ 34,633 28,594 43,122 44,958 44,838 44,409 38,031 102,930 99,573
(F)
(G)
(H)

65,391 32,137 34,162 △ 34,633 28,594 43,122 44,958 44,838 44,409 38,031 102,930 99,573
(I) 146,316 178,453 212,615 177,982 206,577 249,699 294,657 339,495 383,904 421,935 524,865 624,438
(J) 679,651 631,804 588,445 505,519 414,060 336,428 325,926 324,477 350,973 333,561 386,055 424,264

60,783 64,236 63,471 63,471 63,471 63,471 63,471 63,471 63,471 63,471 63,471 63,471
(K) 142,852 122,557 119,780 117,371 112,731 114,086 121,131 124,155 125,641 124,471 125,936 125,262

46,411 49,584 45,438 43,029 38,389 39,744 46,789 49,813 51,299 50,129 51,594 50,920

49,484 30,596 30,596 30,596 30,596 30,596 30,596 30,596 30,596 30,596 30,596 30,596
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 379,167 432,808 447,236 445,965 444,214 482,424 481,378 481,291 478,681 479,011 544,868 544,312

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和５年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和４年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和２年度 令和３年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 52,000 270,600 147,600 101,600 62,360 61,560 41,400 36,292 26,500 38,140 36,940 39,920

２．

３．

４． 1,641 858 1,118

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 53,641 271,458 148,718 101,600 62,360 61,560 41,400 36,292 26,500 38,140 36,940 39,920

(B)

(C) 53,641 271,458 148,718 101,600 62,360 61,560 41,400 36,292 26,500 38,140 36,940 39,920

１． 76,199 426,405 346,491 264,500 311,800 307,800 207,000 181,460 132,500 190,700 184,700 199,600

２． 50,590 46,411 49,584 45,438 43,029 38,389 39,744 46,789 49,813 51,299 50,129 51,594

３．

４．

５．

(D) 126,789 472,816 396,075 309,938 354,829 346,189 246,744 228,249 182,313 241,999 234,829 251,194

(E) 73,148 201,358 247,357 208,338 292,469 284,629 205,344 191,957 155,813 203,859 197,889 211,274

１． 66,501 169,817 180,624 136,240 144,353 136,173 131,253 129,339 125,976 131,254 130,829 131,946

２． 35,384 48,293 120,054 120,754 55,460 46,287 17,912 55,443 50,437 61,364

３．

４． 6,647 31,541 31,349 23,805 28,062 27,702 18,630 16,331 11,925 17,163 16,623 17,964

(F) 73,148 201,358 247,357 208,338 292,469 284,629 205,343 191,957 155,813 203,860 197,889 211,274

△ 0 △ 0 0 0 0 0 △ 0 △ 0 0

(G)

(H) 750,221 974,410 1,072,426 1,128,588 1,147,919 1,171,090 1,172,746 1,162,249 1,138,936 1,125,777 1,112,588 1,100,914

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和２年度 令和３年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

6,098 6,878 8,167 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040

1,726 1,130 2,130 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050

4,372 5,748 6,037 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990 4,990

1,641 858 1,118

1,641 858 1,118

7,739 7,736 9,285 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040 6,040

令和１３年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度令和５年度令和４年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１２年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

他 会 計 負 担 金

令和１３年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度


